
科目7

精神保健医療福祉に関連する

制度とサービス

講義１

関係機関との連携及び協働の必要性
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科目７

精神保健医療福祉に関連する制度とサービス

到達目標

 各制度の概要やサービスの機能及び活用方法

を理解する

 さまざまな関係機関及び専門職の役割を理解

する
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１）精神保健医療福祉の範囲
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）

○ 精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労など）、地域の助け合い、普
及啓発（教育など）が包括的に確保された精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指す必要があり、同システムは地域共生社会の実現に向かっていく
上では欠かせないものである。

○ このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事業者が、精神障
害の有無や程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、市町村ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医
療機関、地域援助事業者、当事者・ピアサポーター、家族、居住支援関係者などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。

安心して自分らしく暮らすために･･･

社会参加、地域の助け合い、普及啓発

住まい

企業、ピアサポート活動、自治会、ボランティア、NPO等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場、保健所

バックアップ

バックアップ

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）

・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）
・ハローワーク（就労）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・精神科デイ・ケア、精神科訪問看護
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス 等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点等

（障害福祉サービス等）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所 ・就労継続支援
・自立訓練
・自立生活援助 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者等による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護 等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助
・宿泊型自立訓練 等

日常生活圏域

市町村

障害保健福祉圏域

※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステ
ムは、精神障害を有する方等の日常生活圏域
を基本として、市町村などの基礎自治体を基
盤として進める

※ 市町村の規模や資源によって支援にばらつ
きが生じることがないよう、精神保健福祉セ
ンター及び保健所は市町村と協働する

通所・入所通院・入院

圏域の考え方

訪問

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅
・グループホーム 等

訪問

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

・地域包括支援センター（高齢）

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

訪問相談にも対応します。

■相談系：
・計画相談支援
・地域相談支援
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出典：厚生労働省



「にも包括」に係る基本的な事項

「精神障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心し

て自分らしく暮らすことができるよう、重層的な連携

による支援体制を構築」する。

支援体制は精神障害を有する方等一人ひとりの「本人

の困りごと等」に寄り添い本人の意思が尊重されるよ

う情報提供やマネジメントを行い、適切な支援を可能

とする体制。
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「にも包括」を構成する要素

にも包括

住まいの
確保と

居住支援

人材
育成

当事者・
ピアサ
ポーター

社会
参加

地域精神
保健及び
障害福祉

精神医療
の提供
体制

精神障害を
有する方等
の家族
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精神保健

妊娠出産・こども家庭に関する
相談支援

障害のある方等の相談支援

高齢・介護に関する相談支援 生活福祉に関する相談支援

相談支援事業

障害者虐待防止対策

障害者差別解消

意思決定支援 等

認知症対策

高齢者虐待防止対策

介護保険サービス提供 等

生活保護

生活困窮者自立支援

ひきこもり 等

母子保健

こども家庭支援

成育 等

市町村の業務と精神保健との関係

7
出典：山本賢『第163回市町村職員を対象とするセミナー「市町村における精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を

推進するための研修」相談支援体制構築の効果的な進め方及び自治体類型別の推進ポイント』 2023. 一部改変

科目４ （講義１）
再掲



精神疾患を有する者

長期にわたり日常生活
または社会生活に相当な
制限を受ける者

障害者福祉

精神保健医療福祉領域での支援対象

日常生活を営む上での精神保健に関する課題を有する者

精神医療

精神保健

国民全般

地域社会とのつながりの中にあり、
身体的にも、心理的にも、社会的に
もより良い状態を保ち充実した
暮らしを享受することができる者

科目１（講義１） 再掲
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２）連携および協働とは
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1-2)連携及び協働

１ 行政における連携がなぜ必要か

地域における精神保健上の課題は母子保健・子育て支援、高齢・

介護、認知症対策、配偶者等からの暴力（DV）、自殺対策、各種虐待、

生活困窮者支援・生活保護等の各分野において、ライフステージを通

じ、広く身近な課題として顕在化している状況。

よって、保健福祉部局のみならず母子保健、高齢者福祉、生活困窮者

支援等の部局との緊密な連携が求められている。

２ 多職種多機関連携がなぜ必要か

•  幅広い年代、多様なニーズや生活課題が複合的に存在する

•  幅広い業務を少ないマンパワーで取組む
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1-2)連携及び協働

３ 連携で意識すること

 相手を知ること、認めること

（機関の機能と限界、専門性）

 共有すべきは目的、目標

 批判よりも労いの気持ち

 身近な人や機関から始める

 一緒に考え、悩み、汗をかく姿勢を見せる
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1-2)連携及び協働

連携のポイント

庁 外 庁 内

 顔の見える関係性

 誰にでも分かりやすい言葉

 相手が知りたい情報、必要な

情報を届ける

 共通の「目標」を認識する

 地域からの声には可能な

かぎり反応（対処）

 他分野、他職種との連携は

大歓迎

 専門職以外にもわかりやすく必要

性を説明

 バトンを渡すより、同じ場面を共有

 事前の打合せと根回し

 相手にとって必要な情報を(提供

データ・法制度・財政根拠・事業効

果など）
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３）制度やサービスを活用する意義
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1-3)制度やサービスを活用する意義

 精神障害のある人の特徴に配慮した支援の必要性。

 制度やサービスありきではなく、多様な精神疾患、

多様化している本人のニーズに対応していくことの

大切さ。

 制度やサービスを活用する際、連携することは大切

だが、だれのための連携なのかを意識する。
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＜国＞ データベースの整備

○ 障害者や難病患者等が地域や職場で生きがい・役割を持ち、医療、福祉、雇用等の各分野の支援を受けながら、その人らしく安心して暮らすこ

とができる体制の構築を目指す。 このため、本人の希望に応じて、

・施設や病院からの地域移行、その人らしい居宅生活に向けた支援の充実（障害者総合支援法関係、精神保健福祉法関係、難病法・児童福祉法関係）

・福祉や雇用が連携した支援、障害者雇用の質の向上（障害者総合支援法関係、障害者雇用促進法関係）

・調査・研究の強化やサービス等の質の確保・向上のためのデータベースの整備（難病法・児童福祉法関係、障害者総合支援法関係）

等を推進する。

障害者や難病患者等が安心して暮らし続けることができる地域共生社会（イメージ）

地域の助け合い、教育

施設からの退所

住まいの場
・アパート生活

・グループホーム
・実家 等

病院からの退院

就労

伴走

通院

訪問

障害福祉

通所系福祉サービス

訪問

福祉から雇用へ
雇用・就労

施設系福祉サービス

＜事業所・施設＞

地域生活支援拠
点等の市町村整
備の努力義務化

等
通所

就労系福祉サービス

＜障害福祉＞
就労選択支援の創設

一般就労中の就労系福祉
サービスの一時的利用

＜企業＞

雇用の質向上に向けた助
成金の拡充
短時間労働者（10H以上
20H未満）に対する実雇
用率の算定 等

（障害者雇用）
企業、団体等

医療 （入院・日常の医療）
医療機関

＜精神科病院＞
■ 医療保護入院の入院期間の設定

入院患者への訪問相談
退院支援の拡充 等

相談支援等

・市町村

・都道府県

＜市町村＞

基幹相談支援セン
ター整備の努力義務
化

精神保健に関する相
談支援体制整備

等

相談支援事業所等

訪問系福祉サービス

＜グループホーム＞
居宅生活に向けた支援等
の明確化 等

（日常の医療）
訪問看護事業所

基盤整備

支援促進

＜都道府県等＞

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の強化、
福祉・就労等の各種支援の円滑な利用促進（登
録者証の発行等） 等

＜都道府県等＞
■ 難病患者等に対する医療費支給

の助成開始時期を重症化時点に
前倒し 等

ピアサポート活動 友達・趣味等

本人 家族

15出典：厚生労働省



1) 精神保健医療福祉に係る行政機関

2) 精神保健医療に係る医療機関

3) 相談支援及び障害福祉に係る関係機関 

4) 母子保健、児童福祉及び高齢者福祉に係る

関係機関

5) その他支援機関等

関係機関の機能と働く専門職種の役割
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ご視聴ありがとうございました。

続いて、

【講義２】精神保健医療福祉に係る行政機関

の動画をご覧ください。
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